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次期介護保険制度の見直しの柱 
（介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見(２０１３年１２月２０日）」より） 

 ①地域包括ケアシステムの構築 
  高齢者が住みなれた 
  地域で生活を継続でき 
  るようにするため、介 
  護、医療、生活支援、 
 介護予防を充実。 
  地域包括ケアシステ 
  ムは、保険者である市 
  町村や都道府県が地域 
  の自主性や主体性に基 
  づき、地域の特性に応 
  じて作り上げていくこ 
  とが必要。 



次期介護保険制度の見直しの柱 
（介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見(２０１３年１２月２０日）」より） 

 

②介護保険制度の持続可能性の確保（費用負担の公平化） 

  保険料上昇をできる限り抑えるため、所得や資産のある人の利用
者負担を見直す。「受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障
制度の確立」していく。 

 

    制度は持続してもらわないと困る 
けど、そのために「制度を使う（受益）なら相応
の負担（保険料・利用料負担）払え」という仕組 
   みにするってことだよね。 
 



・介護保険制度の目的と原則 

 ☆目的・・・介護の社会化 

 ☆原則・・・自由な選択によるサービス利用 

       全国一律のサービス（基準・料金等） 

       利用者が事業者と個別に契約する契約制度（それまでは措
置制度） 

・介護保険制度の財源 

☆介護保険制度（社会保険方式）は給付が増えれ
ば負担も増える方式。（＝「受益と負担の均衡
がとれた」仕組み） 

☆介護労働者の賃金を引き上げるために介護報酬
を引き上げると、保険料負担が増える仕組み。 

 
☆人員配置を引き上げるために介護報酬を引き上

げると、保険料負担が増える仕組み。 
 
☆利用者がサービスを使えば使うほど保険料負担

が増える仕組み。 

＋ 
利用料（現行は1割負担） 



・当初よりも保険料は1.7倍に。国は2025年には8,000円を超えると推計。 
 
・費用の伸びにしたがって、国（都道府県・自治体）の負担も当然に増える仕
組み。2025年には給付の総額が21兆円と推計を出している。 

   だから、国は 
給付を減らし持続可 
能な介護保険制度の確
立を柱に、「改革」と称
して給付抑制や負担増
をすすめようとして 
  いるんだ。 



次期介護保険制度の見直しの内容① 
 

・サービス提供体制の見直し 

  ○地域支援事業の見直し 

     

  ○予防給付の見直し 

     

  ○在宅サービスの見直し 

     

  ○施設サービス等の見直し 

     



次期介護保険制度の見直しの内容② 
・費用負担の見直し 

  ○低所得者の1号被保険料の軽減強化 

     

  ○一定以上所得者の利用者負担の見直し 

    

  ○補足給付（特定入居者サービス費）の見直し 

   



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○地域ケア会議の推進 

  ・個別に対し、地域ケア会議を通して他職種協働によるケアマネジメ
ント支援を行い、「適切な」ケアプランを検討。 

  ・主な構成員に自治体職員、包括職員、ケアマネ、介護事業者等。 
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2014年7月12日付しんぶん赤旗より 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○介護予防訪問介護・通所介護の地域支援事業への移行 

  ・「多様性」を理由に全国一律サービスの予防給付から外され、総合事
業（介護予防・生活支援サービス事業）に移す（2017年まで猶予）。 

   



☆見直しのポイントと影響☆ 
  ・「効率化」と称して、費用の伸びを抑制する仕組みが設定された。 

☆総合事業と予防給付の費用の伸び率は、中長期的に75歳以上高齢者数の伸び率（3～
4％）程度となることを目安に努力。※予防給付の自然増予測（伸び率約5～6％） 

☆既存のサービスと同等サービスについて、現行の報酬以下の単価を設定する。 

 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○介護予防訪問介護・通所介護の地域支援事業への移行（つづき） 

  ・現行のサービスに相当する以外の「多様なサービス」については、人
員・設備等の基準の緩和。 

   



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○介護予防訪問介護・通所介護の地域支援事業への移行（つづき） 

  ・生活援助（訪問介護）やレクリエーション（通所介護）などが非専門
的サービスとして無資格者やボランティアに任された。 

 

   



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○介護予防訪問介護・通所介護の地域支援事業への移行（つづき） 

・総合事業のみ利用する場合は基本チェックリストで利用可とし、窓口
をした被保険者に対して基本チェックリストを活用・実施する。 

 資格もない人が
チェックできるのかし
ら？水際作戦も心配 
    だわ。 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○小規模の通所介護を地域密着事業に位置付け 

  ・地域密着型通所介護の定員は18人以下。 

  ・2016年4月に施行予定。 

  ・人員基準等の要件緩和をしたうえで、大規模・通常規模型のサテ
ライト型事業所に位置付け（詳細は今後に議論）。 

  ・小規模多機能型居宅介護の普及促進の観点から、サテライト型事業
所に（詳細は今後に議論）。 

    





☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○特別養護老人ホームの入所を要介護3以上に限定 

  ・2015年4月から実施。 

  ・介護保険制度の原則である「利用者の自由な選択によるサービス
の利用」が損なわれる（＝サービスの受給権の制限）。 

  ・要介護1又は2の方であっても、やむを得ない事情により特別養護老
人ホーム以外での生活が著しく困難であると認められる場合には
特例的に入所を認める（特例入所）。 

  ・特例入所については、市町村の適切な関与の下、施設ごとに設置し
ている入所検討委員会を経て、特例的に特養への入所を認めるこ
とに。 

   

〔要件（勘案事項）の案〕 
○ 認知症であることにより、日常生活に支障を来すような

症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、在宅生活が
困難な状態であるか否か。 

○ 知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すよ
うな症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られ、在宅
生活が困難な状態であるか否か。 

○ 家族等による深刻な虐待が疑われる等により、心身の安
全・安心の確保が困難な状態であるか否か。 

○ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等に
より、家族等による支援が期待できず、かつ、地域での
介護サービスや生活支援の供給が十分に認められない 

 ことにより、在宅生活が困難な状態であるか否か。 

  今でも措置入 
所はあるけど、年
に1～2人くらいら  
 しいわよ。 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○特別養護老人ホームの入所を要介護3以上に限定（つづき） 

  ・法案の成立に際し、「軽度の要介護者に対しては、個々の事情を勘
案し、必要に応じて特別養護老人ホームへの入所が認められるよ
う、適切な措置を講ずること」とする付帯決議（法的拘束力はな
い）が盛り込まれた。 

     特別養護老人ホームの待機者 

   は52万人もいると言われているけど、対象が 
要介護3以上になることで、見かけ上の待機者は減
らせるし、今後の施設整備は、サービス付き高齢者 
   住宅や有料老人ホーム等に移行できるとも 
        考えているんじゃないかしら。 

      ともあれ、「個々の事情 

   を勘案して必要に応じて入所が 
認められるように」という付帯決議が盛り込 
まれたからには、自治体に対して過度な 
   入所抑制をさせないように要請する 
       ことが大事だよね。 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○低所得者の1号被保険料の軽減強化 

  ・保険料率を示す段階設定を現行の６段階から９段階に見直す。 

  ・低所得者の保険料率を今よりも引き下げ、その部分の費用（下図
赤色部分）を国費で賄う。 

  

   自治体では、左の 
標準型を基本に、独自の
段階区分（6～18段階）を   
   設定してるよ。 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○一定以上所得者の利用者負担の見直し 

  ・高齢者世代内費用負担の公平化を図る。 

  ・相対的に負担能力のある一定以上の所得の方の自己負担割合を2割
にする。 

  ・「一定以上の所得者」は 

    政令で定める。 

   

       厚生労働省は、一定以上 

  の所得者は、「毎月お金が余ってる」と説明して 
いたんだけど、現実には足りなくて預貯金で取り崩し
ていることが明らかになったんだ。そしたら今度は  
  「なんとかやりくりして」と開き直って、強引に法 
         案を通しちゃったんだ。 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○一定以上所得者の利用者負担の見直し 

  ・併せて、一定以上所得者（現役並み所得）については高額介護サー
ビス費の限度額を引き上げ（37,200円→44,400円）。 

  

      「費用負担の公平」という観点から利用料 
負担の２割化や高額介護サービス費の負担上限の引き上げを
実施するとしているけど、それを言うなら大企業や高額所得者
の保険料負担を引き上げることの方が先なんじゃないかな。 



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○補足給付の見直し（資産等の勘案） 

  ・世帯分離している配偶者の所得について、配偶者が課税されている
場合は給付の対象外（今までは、配偶者の所得は関係なかった）。 

・預貯金等については、単身で1,000万円超、夫婦世帯では2,000万円
超の場合に、給付の対象外。 

  



☆見直しのポイントと影響☆ 
 ○補足給付の見直し（資産等の勘案） 

  ・世帯分離している配偶者の所得について、配偶者が課税されている
場合は給付の対象外（今までは、配偶者の所得は関係なかった）。 

・預貯金等については、単身で1,000万円超、夫婦世帯では2,000万円
超の場合に、給付の対象外。 

・非課税年金（遺族年金・障害年金）についても勘案の対象とする。 

・不正に補足給付を受給した場合、「その価額の２倍に相当する額以
下の金額を徴収することができる」としている。 

 
  

    使える人だって、違反 
 すると返還分と加算金を合せて「3
倍返し！」なんて言われたら、使いづ
らくなっちゃうわよね！ 

    自治体職員が非課税年金を 
見られるようにシステムを変えるだって。ど
んどん要件を厳しくして、使えないようにす
るし、そういう事にはお金をかけるんだ。 



      ちょっと待って!? 
 これから実施される介護保険
制度の見直しも、もしかして給付   
   抑制や負担増が目的 
        なの？ 



 ・サービス提供体制の見直し 

  ○地域支援事業の見直し 

    地域ケア会議の推進で介護保険から強制退学（給付抑制） 

  ○予防給付の見直し 

    訪問介護・通所介護を地域支援事業にして、保険サービスか
ら民間サービス（保険外サービス）へ移行（給付抑制） 

  ○在宅サービスの見直し 

    包括報酬型サービスの複合型サービスや定期巡回・随時訪問
サービスを普及（給付抑制） 

    小規模の通所介護を地域密着型サービスに位置付けて基準の
緩和。（給付抑制） 

  ○施設サービス等の見直し 

    特養の対象者から要介護1・2を締め出し。（給付抑制） 

今、何が起きているのか（改定の正体は）！ 



今、何が起きているのか！ 
     こんなに給付抑制や負担 
増が実施されたら、利用者はサービスが
受けられなくなるし介護労働者の賃金や  
事業所の運営にも影響が出るんじゃない   
   かしら？ ・費用負担の見直し 

  ○一定以上所得者の利用者負担の見直し 

    利用者負担の2割化は一見すると応能負
担のようだが、利用者負担そのものが応益
負担の発想（負担増） 

  ○補足給付（特定入居者サービス費）の見
直し 

    補足給付の要件を厳しくして給付を受
けられなくする（負担増） 



利用者 

介護事業者 
・報酬が安くて赤字になってしまう。 
・介護職員を募集に人が集まらない。 

介護労働者 
・賃金が安くて働き続けられない。 
・忙しすぎて、休みが取れない。 
・仕事のやりがいが感じられない。 

・お金がないと介護が受けられない。 
・必要なサービスが選べない。 
・家族の介護負担がどんどん重くなる。 

     でも、憲法25条では国民の 
「健康で文化的な生活を営む権利を
有する」って言っているのに、こんな 
  改悪が許されるのかしら？ 



   全産業労働者の平均額29万 
7700円（月額）と比べると、9万円もの
差になるよ。さらに、同じ介護職でも、
都市部と地方では3万6千円も差が 
     あるんだ。 



夜勤では4割が休憩時間
「45分未満」で労働基準
法違反てことね。 



特に夜勤では、一人体制職
場で圧倒的に休憩が取れて
いないこともわかったわ。 



「いつも思う」が8.7％、「とき
どき思う」が48.6％となっており、
半数以上の介護労働者が仕事をや
めたいと「思う」と答えています。
やりがいがあると回答した人
（67.8％）でも、46.5％のひとが
「思う」と回答しており、介護の
深刻な労働実態が浮き彫りになり
ました。 



見直しで私たちや利用者はどうなる？ 

   介護労働者の労働実態 
について、全労連が調査をしたけど、 
賃金は平均よりも月額9万円低いし、
休憩は取れない。夜勤は2交替で一人 
夜勤まで。これじゃ、まともに働き続け 
    ることなんてできないわ！ 
 

   2025年に向け、改悪がすす 
められたら、介護労働者や利用者、ま
ともな経営者の置かれる環境はますま
す厳しくなるだろうね。 



改悪の根源「社会保障制度改革推進法」 

        なるほど、 
  「自助・互助」とか「負担 
の公平」とかうまい言葉を使って国 
 民をだましていたのね。これって 
      解釈改憲よね！ 

社会保障制度改革推進法が医療・介護総合法や社会保障改悪の根源だ！ 



社会保障制度改革推進法（2012年8月成立）で解釈改憲?！ 

 ・推進法の内容 

  第1条（目的）「安定した財源を確保しつつ受益と負担の均衡がとれた持続可能な

社会保障制度の確立を図る」 

     第2条（基本的な考え方）「自助、共助及び公助が最も適切に組み合わされるよう留意」 

                    「家族相互及び国民相互の助け合いの仕組みを通じてその
実現を支援」 

                    「給付の重点化及び制度の運営の効率化とを同時に行い」 

                    「年金・医療及び介護においては、社会保険制度を基本」 

                    「国及び地方公共団体の負担の主要な財源には、消費税及
び地方消費税の収入を充てる」   

 

  

改悪の根源「社会保障制度改革推進法」 

  自助・互助で 
家族や国民同士が
もっと助け合え！ 
社会保障を充実させ
たければ消費税を 
引き上げるぞ！って
ことなんだ。 



改悪の根源「社会保障制度改革推進法」 

     制度を持続可能に 
するためには、介護サービスの給付 
  範囲だってどんどん狭めるぞ！ 

社会保障制度改革推進法（2012年8月成立）で解釈改憲?！ 

 ・推進法の内容（つづき） 

   第7条（介護保険制度） 

   「政府は、介護保険の保険給付の対象となる保健医療サービス及び福祉サービス
（以下「介護サービス」という。）の範囲の適正化等による介護サービスの効率
化及び重点化を図るとともに、低所得者をはじめとする国民の保険料に係る負担
の増大を抑制しつつ必要な介護サービスを確保するものとする。」 

 

   【参考】 

   第4条（改革の実施及び目標時期） 

   「政府は、次章に定める基本方針に基づき、社会保障制度改革 

       を行うものとし、このために必要な法制上の措置については、 

    この法律の施行後一年以内に、第九条に規定する社会保障制度改革国民会議にお
ける審議の結果等を踏まえて講ずるものとする。  

  



 ○医療、介護、保育分野を市場化 

  ☆介護分野 

    介護保険制度の創設で現物給付 

   から現金給付に変わったことによって、 

   企業が参入できるようになった。「改正」で 

   保険外サービスの一層の拡大がすすめられています。 

  ☆保育分野 

    子ども・子育て新支援制度は、保育分野の介護 

   保険化とも言われています。 

  ☆医療分野 

    まだ、医療分野は市場化されていないが・・・    

 

社会保障改革のもう一つの狙い 
   保険給付の対象から外して 
自由契約（市場化）して企業に開放す
れば国の負担が減らせるし、企業は儲   
けの場が増える。新自由主義的改革 
   なんだ。 





拡大（経済同友会提言2010年8月） 



社会保障改革のもう一つの狙い 

政府と財界の利害の一致ですすめら
れているんだ 
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 さらに進められる社会保障の解体！ 

   さらに、国は規制改革会議 
の中で、社会福祉法人攻撃をしながら 
特別養護老人ホームの経営にも株式
会社が参入できるようにしようとして 
     いるよ。 



 さらに進められる社会保障の市場化！ 

 投資まで行って、徹
底的に介護を食い物
にしようって感じね。 
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進まない処遇改善・人材確保は外国人で解消？！ 

   産業競争力会議では、介護 
分野にも技能実習制度を拡大して、 
外国人労働者で人材確保をしようとも  
 しているみたいね。 



私たちは何をすべきか 

・運動の方向性 
○介護保険制度改革（社会保障制度の見直し）の本質を見抜く 

 

○「社会保障とは何か」をしっかりと理解 
  ・応能負担の原則 

  ・必要即応・充足の原則 

 

○一点共闘で広く共同した運動の展開を 

 

○社会保障制度「改革」の本丸は 

     社会保障制度改革推進法にあり 

 

うまい言葉に騙されちゃ駄目ね 



私たちは何をすべきか 

・運動の方向性 
○介護保険制度改革（社会保障制度の見直し）の本質を見抜く 

 「持続可能な社会保障制度の確立」 
 確かに、社会保障制度が持続しなくなったら困るけど、「財源がないから社会保障制度
が持続しない」という考え方自体が間違っています。憲法で定められた社会保障は権利であ
り、法人税の減税やアメリカへの思いやり予算よりも優先されなければならないし、権利を
保障するためには担税力のあるところから 
相応の負担を求めなければなりません。 

    制度改悪は 
 これで終わりではなく、 
 これからもすすめようと 
     しているんだ！ 



私たちは何をすべきか 

・運動の方向性 
○介護保険制度改革（社会保障制度の見直し）の本質を見抜く 

 言葉に騙されない 
 「自助（自分でできることは自分で）」、「互助（たすけあい）」、「公平」といった言葉
に騙されてはいけません。言葉自体はとても受け入れやすい言葉ですが、この言葉を巧みに
使って制度が本来持っている性質を変えよう 
というのが社会保障制度「改正」の狙いです。 
「自助・互助」をうたって利用させない仕 
組みを作り（水際作戦、強制卒業）、「公 
平」をうたって負担増の間違った認識を国 
民に植え付け、正当化しようというのがそ 
の正体です。 
 財政不安をあおっていますが、実際に介 
護保険で拠出された国の負担は国家予算の 
わずか2.25％（2011年度）です。言葉に騙 
されず、本質を見抜く力が必要です。 



私たちは何をすべきか 

・運動の方向性 
○「社会保障とは何か」をしっかりと理解 

  応能負担と応益負担 

社会保障の原則の一つは「応能負担」です。その名の通り、負担能力に応じて負
担するという事です。これに対して、私たちをとりまく市場社会（資本主義社会）
の原則は応益負担です。缶コーヒーは誰が買っても110円だけど、社会保障は負担能
力によって負担の大きさが異なります。社会保障が応益負担になると、保険料が利
用料が払えずに給付を受けられないという事態を招きます。 

 

 

 

 

必要即応・充足の原則    
 社会保障の原則のもう一つは「必要即応・充足の原則」です。医療にかかわって具体的に考え
てみればすぐにわかることです。例えば、急におなかが痛くなっても病院にかかれず、それで死
んでしまっては医療体制として不十分です。医療をはじめとする社会保障は、必要とされた時、
すぐにニーズに応じられることが求められます。同様に、必要なのに病院がなくて医者にかかれ
ないというのでは不十分です。ですから、ニーズに応えられるだけの基盤が整備されていること
が求められるのです。 

社会保障は人権  
 社会保障は人が生まれながらにして持っている権利であり、原則として権力におかされない
（人権の不可侵性）。 



私たちは何をすべきか 

・当面の行動 
○学習を広げよう！ 

  医療・介護総合法の中身は、ほとんどの人に知られていません。
国が何をやろうとしているのか、学習を広げましょう！ 

○地域で運動を広げよう！ 

  今回の改定では、地域の役割が強まります。自治体請願や交渉、
署名など地域での運動を広げましょう！ 

  ・処遇改善を求める請願や署名 

   ・地域支援事業の充実を求める請願 など 

○様々な団体と懇談しよう！ 

  職能団体や利用者団体、事業者（団体）などと懇談し、利用者・
労働者・事業者が一体となって運動をすすめましょう！ 

   

 



私たちは何をすべきか 

・当面の行動 
○学習を広げよう！ 

  医療・介護総合法の中身は、ほとんどの人に知られていません。
国が何をやろうとしているのか、学習を広げましょう！ 

 ・学習会を開こう 
  ・・・ 学習は何人でもできます。「講師がいないからできない」と諦めるので

はなく、自分たちで「どうなるのか」を考え話し合うことでも十分学習にな

ります。みんなで話し合って、どうしていけばよいのかを話し合いましょう。

講師が必要な場合には、県医労連に相談しましょう。 

 

 ・学習会を呼びかけよう 
   ・・・  自分たちで学習を重ねれば、今度は知らない人に対して教えることがで

きるようにもなります。教えることができるようになったら、組合員や法人

（組合員以外の人）にも呼びかけます。また、地域の関係団体（年金者組合、

社保協など）にも呼び掛けて、介護保険がどうなるのか、社会保障がどう変

えられようとしているのかを伝えましょう。 

 



私たちは何をすべきか 

・当面の行動 
○地域で運動を広げよう！ 

  今回の改定では、地域の役割が強まります。自治体請願や交渉、
署名など地域での運動を広げましょう！ 

 ・請願署名に取り組もう 
  ・・・ 14年9月から介護の統一署名（全労連・中央社保協・全日本民医連など）

に取り組みましょう。署名を一筆でも二筆でも増やすことが運動につながり

ます。 

 
 ・自治体請願に取り組もう 
  ・・・ 日本医労連では、14年秋「いのちまもるキャラバン行動」で介護従 
      事者の処遇改善を求める請願に取り組みます。自治体に対して、処遇 

      改善の意見書を国に上げるよう求めていきましょう。また、前述した 

      統一署名の内容で、同様に自治体に対して国に意見書を上げるよう求めま

しょう。 

       自治体への請願・陳情は決して難しいことではありません。自治体の

ホームページにも請願や陳情の手続きが載っていますし、14秋「いのちまも

るキャラバン行動」の手引きには請願書のモデルなども掲載しています。 



私たちは何をすべきか 

・当面の行動 
○地域で運動を広げよう！（つづき） 
 ・自治体と懇談（交渉）しよう 
  ・・・ 今回の介護保険制度の見直しでは自治体の果たす役割が大きいため、自治

体が見直しの中身をどのように受け止め、どうしていこうと考えているのか

（方針）を知ることは重要です。自分たちの施設のある自治体の介護保険課

などと懇談して話を聞いたり、要望を提出しましょう。やり方がわからなけ

れば、県医労連や地域社保協などと相談してすすめましょう。 

 
     【要望例】 
      ・新しい総合事業への対応 
       ①本人の意向を尊重し、必要な介護サービス・生活支援が保障される事業として実施

すること。 
       ②人員基準や有資格者配置基準は、少なくとも現行の基準を維持すること。 
       ③「地域ケア会議」を適切に運営すること。 
       
      ・第6期介護保険事業計画への対応 
       ①計画策定に際して、住民の参加を保障すること。 
       ②第6期計画の基本方針の確認。 
       ③高齢者調査に基づく介護要望が計画化されているか、日常生活圏ニーズ調査は生か

されているか、認知症の実態把握と対処が計画に明記されているか確認。 
       ④介護保険料の引き下げ、減免制度の拡充 
       ⑤介護保険料の段階区分の細分化 
        
    



私たちは何をすべきか 

・当面の行動 
○様々な団体と懇談しよう！ 

  職能団体や利用者団体、事業者（団体）などと懇談し、利用者・
労働者・事業者が一体となって運動をすすめましょう！ 

 ・介護保険改悪反対の賛同を広げよう 
   ・・・ 自治体への要望を行うとき、同じ趣旨に賛同している組織・団体が多けれ

ば多いほど効果的です。北海道では、｢要支援者への介護予防給付を継続する

こと｣｢特別養護老人ホームへの入居を要介護３以上に限定せず従来通りとす 

ること｣について賛同署名を

事業所や団体に対して行い、

地域の社会福祉協議会などを

はじめとして770もの事業

所・団体から賛同が寄せられ、

60を超える自治体で決議をあ

げています。 

  



私たちは何をすべきか 

・当面の行動 
○様々な団体と懇談しよう！（つづき） 

  職能団体や利用者団体、事業者（団体）などと懇談し、利用者・
労働者・事業者が一体となって運動をすすめましょう！ 

 ・利用者団体、職能団体、事業者団体などと懇談しよう 
    ・・・ この間、さまざまな団体との共同が広がっています。4.24ヒューマン

チェーンでは認知症の人と家族の会も呼びかけ人に加わり、集会を成功

させました。日本医労連も日本認知症グループホーム協会や日本介護福

祉士会と懇談を行い、利用者本位の制度の確立という一致点を確認して

います。地方ある支部などに懇談を申し入れ、介護保険に対する考え方

など意見交換を行い、介護保険拡充など共同を広げましょう。 

「医療労働者」1591号 「増員闘争ニュース」205号 



さあ、今こそ労働組合の出番です！ 

   私たちは、社会保障の現場 
で患者や利用者に一番近いところで
働いています。だからこそ、今の社会
保障改革は何が問題なのか、本来、
社会保障がどうあるべきか、国民に対
して説得力を持って訴えることができ 
   ます。 

労働組合の仲間を増やそう！ 


	次期介護保険制度の見直しとその影響　�　　　　　　
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	ここでちょっと、介護保険の仕組みの説明
	ここでちょっと、介護保険の仕組みの説明
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	【参考】通所介護において充実を図ることが求められる機能
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	介護労働者の実態�（全労連「介護労働実態調査」から）
	介護労働者の実態�（全労連「介護労働実態調査」から）
	介護労働者の実態�（全労連「介護労働実態調査」から）
	介護労働者の実態�（全労連「介護労働実態調査」から）
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	次期介護保険制度の見直しとその影響
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	スライド番号 49
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52

